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①事業の内容
　（ア）子育て親子の交流の場の提供と交流の促進　（イ）子育て等に関する相談、援助の実施　（ウ）地域の子育て関連情報の提供
　（エ）子育て及び子育て支援に関する講習等の実施（月１回以上）
③支援拠点の種類
　（ア）一般型（３～４日）　（イ）一般型（５日）　（ウ）一般型（６～７日）　（エ）連携型　※こども支援課では、一般型の（ア）～（ウ）を実施している。
④実施形態
　一般型の１４施設のうち、公立保育園２施設以外の１２施設については、市との委託契約により事業を実施している。
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平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。
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関連・類似事業
所沢市地域子育て支援拠点事業実施要綱

部課コード 070200 ℡

法定受託＋附加

事業コード
地域子育て支援拠点事業

平成 28 年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

070221

①事務事業名

終了年度 年度

こども支援課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 総務担当

■ □ □

年度

6,277

→

事業の種別

子ども支援節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針 次世代育成支援行動計画

　都市化、核家族化等により人間関係が希薄化し、地域や家庭における子育て機能が低下している中で、子育て家庭の育児不安やストレスが増
大しており、地域における子育て支援の基盤形成や子育て相談による育児不安の解消が求められていた。

総合計画の体系 章 健康・福祉 地域における子育て支援の充実

人

人

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26 年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

82,894

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

　市内の認可保育園等を利用していない未就学児童 平成

③
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　地域において子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点の設置を推進し、地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健や
かな育ちを支援することを目的とする。乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事
業。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

11,696

113,372

人） （

4.38 人 37,931

≪会計種別≫ 一般会計

国・県支出金

120,195

一般財源

平成 26 年度

（

28

83,740

（

27 年度平成

37,675

（千円） 年度 （千円）

80,365

82,520 75,441

（千円） 平成

施設

事業費合計

正規職員人件費

人）

4.32 人

利用者数 年間延べ利用者数 61,904

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています
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項目名 項目説明

活動実績

一般型 実施施設数

％ 達成率 60 80

　 項目名 項目説明

成果指標 実施施設数

継続

　平成２９年１月に完成する、こどもと福祉の未来館の２階に開設されるこども支援セン
ターにおいて、一般型及び連携型のこども支援センターの横の繋がりを築いていけるよ
う、準備している。

15

実 績 9 12
各中学校区内に1施設の設置
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事業実施方法
(複数選択可）

こども支援課長　浅見　仙隆

終了

次年度予算

評価日 H28.8.18 評価者職氏名

理由
　子育て支援拠点の設置し地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不
安感等を緩和しするためには、地域子育て支援センターがあることが大切なた
め。

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由
　国、県の補助金交付要綱が改正され、補助金額が増額が見込まれることか
ら、それに比例して市支出分の増額が見込まれるため。

拡大 縮小

無

無
紙の使用

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

　一般型と連携型の地域子育て支援拠点施設の数は２５箇所あり、１５中学
校区に対して数の上では充足されているが、中学校区によって施設数の開き
があることから、今後は地域の偏在を解消しながら、引き続き各中学校区内
に１つの設置を進めていくべきと考える。

　連携型の施設が増えたことにより、新たに３中学校区に設置することができた。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

　施設の無い中学校区に関しては、最寄駅から離れていおり保育園も少なく、
地域子育て支援拠点事業を受託の申出もない状況である。

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化

※「財源内訳」について 


